平成28年度　第３回建設事業評価審議会議事概要
日　　時　平成28年８月17日（水）　14時30分～17時
場　　所　大阪赤十字会館４階401会議室
出席委員　村上会長・伊藤委員・上岡委員・碓田委員・恩地委員・藤原委員・松島委員・
水谷委員（８名）
議　　題　（１）意見具申（素案）について
　　　　　（２）審議対象事業について
　　　　　（３）その他
【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
◆［会長］
前回の審議では、モノレール事業に対する追加の説明を受け審議を行った。また、公園事業の説明を受け審議を行った。
本日は、モノレール事業及び公園事業に対する追加の説明を受け審議を行い、その後、道路・街路事業４件の説明を聞き、時間の許す限り審議を進めていきたい。
　　それでは、配付資料の確認を事務局からお願いする。
◆［事務局］
　資料１　　：意見具申（素案）（モノレール事業）
資料２－１：追加説明資料①（第２回審議会での審議実施事業（モノレール事業））
資料２－２：追加説明資料②（第２回審議会での審議実施事業（公園事業））
資料２－３：追加説明資料③（道路及び街路事業） 
資料３－１：再評価（再々評価）審議案件の概要及び事務局確認内容
資料３－２：事前評価審議案件の概要及び事務局確認内容
資料４　　：審議予定案件一覧
参考資料　：平成27年度意見具申（平成28年1月19日）
◆［会長］
意見具申（素案）の審議を行う前に、モノレール事業に係る評価調書の修正について、審議を行う。前回の審議では、代替手法との比較検討において、モノレール延伸を想定した需要量を前提としないこと、他の輸送手段を採用した場合に比べて、沿線開発が促進され、地域の活性化が期待できることが重要であるとのご意見があった。
また、維持管理費において、長寿命化対策の例示は鋼構造物の塗装塗替のみであったが、ＰＣ軌道桁などのひび割れ対策なども含まれるとのことであった。
これらの意見を踏まえ、修正内容について説明願いたい。
◆［都市整備部都市交通課］
・評価調書の「維持管理費」欄に、長寿命化対策として「ＰＣ軌道桁のひび割れ注入」　を追記した。
・「コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点」欄を、「モノレール、新交通システム、LRT及びバスとの比較において、府道大阪中央環状線の交通混雑や周辺環境への影響、輸送の安全性や定時性の確保及び既存営業線との乗継ぎ利便性を考慮するとモノレールの延伸が最適である。また、新たな沿線開発やまちづくりの促進といった沿線地域を活性化させる効果についても、モノレールの延伸が最も大きいと見込まれる。」と修正した。
◆［会長］
ただ今の説明について、ご意見やご質問はあるか。
無いようなので、本件について、対応方針（原案）のとおり「事業実施」としてよいか。
○　異議なし。
◆［会長］
それでは、本件は「事業実施」とする。
（１）意見具申（素案）について
まず、「１ はじめに」から「３ 審議結果」まで、読み上げをお願いする。
◆［事務局］
　　（該当箇所の読み上げ）
◆［会長］
ご意見、ご質問はないか。
○　１ページの４行目に「府民意見や意見陳述の公募を行う」とあるが、この２つは同時に行ったのか。
⇒［事務局］
同時である。
○　１ページの８～９行目の「申し出があった」と、２ページの２行目の「提案があった」に主語がない。
⇒［事務局］
主語として「府から」を入れる。
○　２ページの８行目に「また、輸送の定時性を確保するためには」とあるが、これは、モノレール以外の鉄道を想定したものか。
⇒［都市整備部都市交通課］
バスを想定したものである。
○　それでは、前に「バスの専用レーンを整備する場合は」と入れてはどうか。
⇒［事務局］
２ページの７行目に「LRTやバスを新たに導入すれば」と記載しており、ご指摘の文章にもかかっている。
○　文章ごとに入れたほうがよいのではないか。
⇒［事務局］
承知した。
○　モノレールの延伸は以前より検討していたが、今着手する理由として、エキスポシティ等の施設の開業や大学の開校により人の移動が増えるという予測や、現時点での状況変化などがある。これらの背景を盛り込んだ方が、採算性や数字上だけで検討したものではないということが伝わるのではないか。
また、２ページの20～21行目に「さらに、費用便益分析の算出プロセスや採算性の検証を行った際の感度分析及び需要予測についても詳細な説明を受けた。」とあるが、この審議会で何を議論したのかわからないため、主な検討内容を記載した方がよい。
⇒［事務局］
周辺状況の変化については、１ページの36～37行目に「経済情勢や国の予測値などを踏まえ、条件を設定し、需要予測及び採算性の検証を行った。」と記載しているため省略したが、追記した方がいいのであれば、検討させていただく。
また、意見具申は審議内容全てを記載するのではなく、重要であるもののみ記載しているため、代替手法との比較検討及び部分開業の可否について記載した。その他の確認事項については、５～７ページの審議概要に記載している。なお、費用便益分析に関する内容は、概ね確認事項だったため、このようにまとめさせていただいた。
○　確認事項ではあるが、意見具申を見れば、評価調書に記載しているものそれぞれについてこの審議会で確認し、しっかり審議したということがわかる方が望ましいのではないか。必要性や費用便益分析の需要予測について確認したということは、重複したとしても記載した方がよい。代替手法との比較検討についての記載を少なくしてもいいので、必要性に係る部分をもう少し記述いただいた方がよい。
○　基本的にこれでいいと思うが、行政が委員に対して説明をしたということが前面に出過ぎている。我々委員が何を重視して論議したかということがもう少し出てもいいのではないか。
⇒［事務局］
文章量が多くなると、これまで審議した他の事業に比べてこの事業がかなり指摘を受けたという印象になるため、代替手法との比較検討に関する記載を少なくし、主な確認事項を追記させていただく。
◆［会長］
次に「４ 結び」の読み上げをお願いする。
⇒［事務局］
　　（該当箇所の読み上げ）
◆［会長］
「１ はじめに」から「４ 結び」まで、全体を通してご意見はないか。
○　昨年度の「結び」には、全体的な議論について記載しているが、本来、「結び」には何を記載するのか。結論であれば、これまでの議論の内容を締めないといけない。
⇒［事務局］
特にルールはない。昨年度の意見具申及び本事業の審議においても今後の大幅な事業費の増額に留意するようご意見をいただいているため記載した。また、審議後はできる限り早く事業に着手し、平成41年の完成を目指して事業を実施したいため、この事業だけ先行して意見具申を出していただくことから、適切な進捗管理を求めると締めた。
○　「結び」は、これまでもこのような取り扱いであるのか。「３ 審議結果」の「適切である」という部分が結論であり、「結び」に書いているのは付帯条項のようなもので、適切であると認めるが留意されたいということではないのか。先に結論があるため、標題を「結び」とするのはそぐわないのではないのではないかと思う。
⇒［事務局］
「３ 審議結果」に、府の対応方針（原案）は適切であるという結論があり、次に、審議における主な論点と今後の事業実施において改善・留意すべき事項を記載している。「４ 結び」には、特に留意すべき事項を記載している。
○　２ページの25行目に「文化財や土質の調査結果等により、事業費が増減する可能性」との記載があるが、事業費が減額する場合とは具体的にはどのようなものか。
⇒［事務局］
基礎杭が短くなるなど様々なケースがあるが、土中のことであるため調査しないとわからない。
○［会長］
昨年度の審議でも、土壌汚染対策で費用がかなり増額したことがあった。
○　２ページの28行目に「緑化等の環境にも配慮のうえ」とあるが、このような書きぶりでは、草花等を植えておけばいいように見えるため、緑のネットワークとして重要だということがわかるよう、もう少し強い文章にしてほしい。モノレールができれば、高木がなくなるというのは避けられないと思うので、質の高い緑を保つことを記載してほしい。
⇒［事務局］
府のみどりの大阪推進計画等を踏まえ、文章を検討する。
○　１ページの７行目の「前述の１件」と17行目の「下記の１事業」は、大阪モノレール延伸事業を指していると思うが、わかりにくい。
⇒［事務局］
いずれも大阪モノレール延伸事業を指しているが、わかりにくいのであれば修正する。
○　１ページの２行目に「事前評価である大阪モノレール延伸事業」とあるが、事前評価対象事業は他にもあるので、書き方を検討してほしい。
⇒［事務局］
承知した。
◆［会長］
４ページ以降についても、ご指摘があればお願いしたい。
○　事業延長について、１ページの本文では「約9.0㎞」、４ページの審議概要では「9.0㎞」となっているので、「約」を付けるかどうか統一してほしい。
○　完成予定時期が「平成41年」となっているが、年度と年を使い分けているのか。
⇒［事務局］
平成41年中の完成を予定しているため、敢えて平成41年と記載している。
◆［会長］
他に意見が無ければ、事務局で修正案を作成していただき、次回の審議会で確認するということでよいか。
○　異議なし。
（２）審議対象事業について
◆［会長］
次に、公園事業である「泉佐野丘陵緑地整備事業」の審議に入る。
前回の審議でご質問のあった、平成26年度の部分供用時と平成40年度の全体供用時の需要量について説明願いたい。
⇒［都市整備部公園課］
資料２－２「追加説明資料②」に基づいて説明。
計算上の需要量は、想定利用者数として表現されるので、想定利用者数の説明をさせていただく。
・想定利用者数の考え方の基になっているのは直接利用価値で、誘致圏内の11市町からの来園が想定される利用者数である。　
・このまま事業を継続した場合、平成26年度に12.7haの部分供用で開園した時点の想定利用者数は33万5,140人、平成40年度に74.9haで全面開園した時点の想定利用者数は46万5,700人。
・残事業を行わず、現時点で事業を中止した場合の想定利用者数は、平成26年度では同じ33万5,140人、平成40年度では32万5,828人で1万人ほど減っているが、これは周辺人口が減少することに伴う影響によるものである。
・事業を行う場合と行わない場合とで比較をすると、平成40年度の全体供用時では、　計算上は約14万人ほどの差が出てくる。
・実際の来園者数についてもご質問いただいていたが、公園の場合、自由に園内に出入りできるため、実際の来園者数は把握できていない。
◆［会長］
ただ今の説明について、ご意見やご質問はあるか。
○　 残事業を行うと、約14万人増えると想定されているが、何が効いているのかわからない。補足資料である想定利用者数内訳表②によれば、全体供用すると公園の選択率が変わるということか。
⇒［都市整備部公園課］
公園の選択率は、各市町に居住する人がどの公園を選ぶかという公園の魅力値がベースになっているため、他の公園に対して泉佐野丘陵緑地に行こうと思う人の割合が、部分供用時に比べ、全体供用時では泉佐野丘陵緑地を選択する人の割合が増えるということが表れている。
○　全体供用することで、魅力値が大きくなるということか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。
○　前回、部分供用した時点で使える部分についてはほぼ整備が終わっており、残事業は周辺の広大な森林を維持していくことであるとの説明をいただいたと思う。それで本当に魅力が上がるのか疑問であるため、魅力値の算出方法をご説明願いたい。
⇒［都市整備部公園課］
お手元に参考に置かせていただいているファイルの共通-様式１をご覧いただきたい。
自然・空間系の施設魅力値は部分供用開始時が123,134、全体供用時が181,337となっている。施設系の施設魅力値はどちらも0で、文化活動系の施設魅力値は部分供用開始時が16,327、全体供用時が165,965となっている。部分供用開始時と全体供用時の魅力値を比較すると、文化活動系が大きく増加している。
魅力値の算出については、前回（第２回）審議会の追加説明資料②25ページに記載している。まず、泉佐野丘陵緑地と競合する公園の施設内容（テニスコート○面、広場○㎡等の施設規模の数量）を情報収集する。
大規模公園費用対効果分析手法マニュアル（以下「マニュアル」という。）に、原単位（テニスコートであれば１面あたり４人）と稼働率が設定されている。
（例）テニスコート１面／日の場合：１時間／１サイクル、1日８時間
４人×８サイクル＝32人／日
これが利用者容量であり、各施設に対して、利用者容量（人）＝施設規模（面積や数量）×利用者原単位×稼働率（サイクル）で魅力値を算出することとしており、この魅力値に基づき、公園の選択率が算出される。なお、マニュアルの19ページに「表２-８ 公園施設規模から魅力へ変換するための原単位」という一覧表があり、公園の様々な施設に対して、キャパシティやサイクルが設定されている。
泉佐野丘陵緑地の場合、樹林地は庭園というそこに存在するだけの修景施設というだけではなく、体験や活動ができる要素と、保存・保護していく要素があるため、主に森林活動体験をするようなものについては、体験活動施設として算出している。
東地区と西地区については、竹林森林が多数を占めているが、環境体験プログラムのフィールドという位置付けをしているため、この原単位に従い計算した結果、魅力値が増加している。
○　現状の魅力値は、既に供用している中地区の様々な施設やその全体の面積等が影響しており、全体供用すると、緑地の面積が膨大になるため、これが影響して魅力値が増えるということか。
⇒［都市整備部公園課］
東地区と西地区が供用し、様々な活動フィールドが増えることで、魅力を感じて来園いただけるような場所が増えるため、魅力値が増えることになる。
○　理屈はわかったが、本当にそうなのかということについては疑問が残らなくはない。
マニュアルの19ページの表で、今後、全体供用までにできるエリアは、「園路」、「広場」と「修景施設」にあたるのか。
⇒［都市整備部公園課］
「教養施設」の一部にも該当する。
○　魅力値は、大半の部分がこの「園路」、「広場」と「修景施設」によるものであるか。
⇒［都市整備部公園課］
東地区・西地区含めて、この公園には「遊戯施設」等はないため、概ねそのとおりである。
○　文化活動系の施設魅力値が10倍程になっているが、これは文化活動とは関係ないのか。
⇒［都市整備部公園課］
共通-様式１で、自然・空間系、施設系、文化活動系と大きく３つに分類しているが、文化活動系は、マニュアルの20ページにある、魅力７分類と魅力３分類を対照させた表に基づくものである。文化活動系の魅力値の増加は、「教養施設」と「その他の施設」が大きく影響している。
○　「教養施設」の何を適用しているのか。
⇒［都市整備部公園課］
「植物園」や「緑の相談所」などである。これらは１人／3.2㎡となっているが、全てのエリアにこのまま適用した訳ではない。平坦であり、実際に子どもたちが活動するフィールドとして適している箇所と、地形が急峻で適さない箇所に分類し、活動に適している箇所のみを「教養施設」とした。
○　ほとんどが緑地の整備だけだが、その一部は「教養施設」とみなせるという解釈をしたということか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。
○　マニュアルに少し問題がありそうだが、承知した。
○　今後整備する箇所でのキャンプなどは想定しているのか。
⇒［都市整備部公園課］
現時点で宿泊はできないことになっている。夜間活動のためには、夜間用の関連設備等が必要になるため、昼間だけ開園することとしている。ただし、月や星空を観察する等の体験プログラムに限り夜間利用は可能としている。
○　現時点では、門の施錠をしているのか。
⇒［都市整備部公園課］
植栽や物理的な柵などで、朝に開門し、夕方に施錠している。
○　想定利用者数が10万人以上増加しているのは、日中の活動の散歩の人数等も含んでいるのか。
⇒［都市整備部公園課］
想定利用者数は、マニュアルに基づく計算上の数値であり、実際の来園者数ではない。
○　利用者からお金を徴収できるのであれば、当然収益が上がると思うが、この公園は入園料を徴収していない。公園事業の費用便益分析における便益とは何か。
⇒［都市整備部公園課］
公園の便益については、直接利用価値と間接利用価値の２つがある。
直接利用価値は、そこに遊びに行こうと思うことから計算される旅行費用法という方法で計算される便益である。わざわざ時間とお金を掛けて遊びに行くだけの価値があるということを価値計算するものである。
間接利用価値は、そこに森があることにより景観が良くなったり、防災上の価値が上がったりすることにより計算されるものである。
○　誤解があるといけないので補足しておくと、便益というのは幾らまでなら払ってもいいと思うかという価格である。1,000円払ってもいいと思っていたが、結果的に500円で済めば500円得した気分になる。その得した気分を便益の一部として考えるが、ほとんどの人は、実際に払った額とずれることになる。
○　マニュアルにより算出しているため理論値であり、実際の来園者数はわからないとのことだが、どのような計算により算出しているのか。関数として、いくつかのものを掛け合わせて算出しているのだと思うが、簡単に説明願いたい。
⇒［都市整備部公園課］
マニュアルによると、市町村単位で全体の需要量を計算することになっている。その計算は非常に難解な関数等が出てくるため説明するのは難しいが、この全体の需要量を各公園で分割していくという計算手順になっている。
○　本当に、これから全体供用しないと魅力値の増加は達成できないのか。NPO団体や地元の方々との連携など、先駆的な非常に良い取り組みがされているが、それは既に実施していることであるため、全体供用しなくてもできることである。では、全体供用することにより何が変わるかというと、東地区や西地区のエリアが完成することだが、そこで新たな魅力が増えるという論理が必要である。一部は「教養施設」とみなすということだが、具体的に施設ができるわけではないため、そこをどのように説明するかが重要である。
⇒［都市整備部公園課］
公園の場合は、建物があってダンスができたり、体育館があって運動ができたり、テニスコートがあってテニスができるなど、その施設に起因する魅力というのはもちろんある。
しかし、それ以外にも、花壇や森林があって森林浴ができたり、ジョギングや散歩ができたり、芝生の上で寝転んだり、バーベキューなども一部であるができるため、いわゆる「施設」でなくても、樹林地で様々な活動ができる。
また、今回の泉佐野丘陵緑地の特徴であるが、例えば、田んぼがあって田植えの体験ができたり、果樹園があって果樹の栽培活動体験ができたり、竹林があって維持管理を体験する中で筍の栽培を学んだり、竹細工材料を調達するところから始まったり、いわゆる普通のブランコなどがある公園とは違った魅力として、泉佐野丘陵緑地の樹林地がある。単に木が植わっているだけの部分を樹林地と考えるのではなく、活動のフィールドであると考えている。
東地区や西地区、中地区もそうだが、元々そのような樹林地というフィールドから壊れている施設を撤去し、枯れている竹林を伐採し、荒れて活動フィールドにすらなり得なかったものを一般の方でも活動できるような場所に再生していく。さらに一般の方にも参加いただいて活動していくこと自体がこの公園の魅力であると考えている。他の公園では、木が植わっているだけの場所を体験型施設にはしないが、この公園については、活動フィールドをたくさん持っており、活用していくことが唯一に近い楽しみだと考えているため、体験型学習等の施設としてしっかり位置付けて考えていきたい。
○　その意義はわかったが、それは中地区だけではできないということか。
⇒［都市整備部公園課］
単純にフィールドのボリュームとバリエーションだと考えており、中地区には竹林が多くあるため、竹林活動が中心になっている。
○　では、竹林活動については全体供用しなくてもできるということか。
⇒［都市整備部公園課］
そのとおり。
西地区は、昔のスギ・ヒノキの植林地など、もう少しダイナミックな体験型学習のフィールドになると考えている。東地区は、地形が急峻で巨木が現存しているため、少し違ったフィールドになり、対象地のバリエーションやボリュームが増えていくことで、体験学習の魅力が増大すると考えている。
○　部分供用だけではできていなくて、全体供用すればできることは何なのか。それを活かす整備方法に努めるということを記載すれば、全体供用することの意義が理解できると思う。
今までの説明や資料では、全体供用するとこれだけ素晴らしいものができるということしか伝わらないが、再評価案件であるため、ここからさらに東地区や西地区の整備を進めることについてのゴーサインを出すため、理解できるように評価調書に記載すべきである。
⇒［都市整備部公園課］
承知した。
◆［会長］
他にご意見やご質問等はあるか。
特に無いようなので、この事業については現段階で、対応方針（原案）のとおり「事業継続」としてよいか。
○　異議なし。
◆［会長］
それでは、本件は「事業継続」とする。
次に、道路及び街路事業の審議に移る。
まず、「主要地方道茨木摂津線（大岩工区）道路改良事業」と「一般国道170号・高槻東道路道路改良事業」の２件についてご説明願いたい。
◆［都市整備部道路整備課］
資料２－３「追加説明資料③」に基づいて説明。
（主要地方道茨木摂津線（大岩工区）道路改良事業）
・本事業は、新名神高速道路（仮称）茨木北ICと府道茨木亀岡線を結ぶことにより市街地へのアクセスを強化することを目的とする。
・事業延長は1.9㎞、道路幅員は8.0ｍ～25.8m、車道２車線、片側に自転車歩行者道、橋梁２橋。
・全体事業費は約75.0億円で前回評価時から増減なし、残事業費は約23.2億円。
・事業の進捗率は、用地99％、工事45％。
・費用便益比は3.45で前回評価時から6.73減少。
・対応方針（原案）は「事業継続」と提示。
（判断の理由）
・本事業は、新名神高速道路（仮称）茨木北ICへのアクセス道路であり、全区間のうち、同ICから現道の府道茨木摂津線までの延長0.6kmは、平成28年度末の新名神高速道路の供用に合わせて整備する予定である。
・用地については約99％取得済みで、工事については主な構造物である橋梁工事に着手しており、平成30年度の完成に向け、順調に進捗している。
・なお、評価調書は平成28年4月時点で作成するため、「平成28年度末の新名神高速道路の供用に合わせて整備する」と記載しているが、その後、西日本高速道路㈱は、神戸-高槻間は平成29年度末開通目標、川西-高槻間は平成29年秋頃の部分開通を目指すと発表している。
（一般国道170号・高槻東道路道路改良事業）
・一般国道170号は、慢性的に渋滞が発生している国道171号のバイパス道路として整備することにより、新名神高速道路供用後の交通量増加に対し、交通量の分散化を図り、周辺の交通渋滞の緩和を目的とする。
・高槻東道路は、新名神高速道路（仮称）高槻ICへのアクセス道路として整備することを目的とする。
・一般国道170号の事業延長は2.8㎞、道路幅員は23.0ｍ～26.0m、車道４車線、両側に自転車歩行者道。
・高槻東道路の事業延長は3.3㎞、道路幅員は7.5ｍ～32.5m、車道２車線、橋梁６橋。
・全体事業費は約375.0億円で前回評価時から47.0億円減少、残事業費は約144.5億円。
・事業の進捗率は、用地82％、工事56％。
・費用便益比は5.75で前回評価時から1.56減少。
・対応方針（原案）は「事業継続」と提示。
（判断の理由）
・一般国道170号は、慢性的に渋滞が発生している国道171号のバイパス道路として整備することにより、新名神高速道路供用後の交通量増加に対し、交通量の分散化を図り、周辺の交通渋滞の緩和に寄与する本事業の必要性に変化はない。
・高槻東道路は、新名神高速道路（仮称）高槻ICへのアクセス道路であり、平成28年度の完成に向け、事業の進捗は順調である。
◆［会長］
主要地方道茨木摂津線（大岩工区）道路改良事業について、ご意見やご質問はないか。
○　未買収地が２件あるが、平成28年度末に間に合うのか見通しを教えてほしい。
⇒［都市整備部道路整備課］
評価調書の作成が４月１日時点であるため未買収地が２件あると記載しているが、東側区間については５月に用地取得済みである。西側区間についても収用手続き中であり、年内には工事着手できる見込みである。
○　基準年次の変更によってＣ（コスト）が増えるという説明だが、費用便益分析マニュアル（以下「マニュアル」という。）では、再評価の場合、基準年次を再評価時点に変えて算出するようになっているのか。基準年次を変えるのは残事業B/Cを算出する場合だけではないのか。状況は何も変わらないのに、基準年次を変更するだけでB/Cの値が変わるのかご説明願いたい。
⇒［都市整備部道路整備課］
マニュアルに、「費用便益分析にあたり基準年次は評価時点とする」との記載がある。また、残事業だけを別扱いするという考え方はない。
○　残事業B/Cだけを算出する場合もあると思うが、再評価案件の全体のB/Cを算出する場合も、マニュアルでは基準年次を変えることになっているのか。
⇒［都市整備部道路整備課］
そのとおり。
○　現道の府道茨木摂津線とは立体交差のみで、結節はしないのか。差分図では結節していると思う箇所のリンクが軒並みマイナスになっているが、どうしてプラスにならないのかご説明願いたい。
⇒［都市整備部道路整備課］
ランプ構造になっており、全方向で結節している。
現道がマイナスになっている理由は、現道が狭い道路であり、遠回りであっても新しくできた道路に交通が転換するためである。
○　便益が減少したのは、時間価値原単位が軒並み３割ほど減っているのが原因であると思うが、前回と今回の走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益が、それぞれいくらか教えて欲しい。
⇒［都市整備部道路整備課］
走行時間短縮便益は、前回が586.0億円、今回が194.9億円。走行経費減少便益は、前回が2.7億円、今回が52.7億円であるが、こちらはマニュアルの改正により原単位が上がっているため少し増えている。交通事故減少便益は、前回が6.0億円、今回が13.0億円。こちらも、マニュアルの改正により原単位が上がっている。
○　走行経費減少便益は52.7億円であり、次の審議案件である一般国道170号・高槻東道路道路改良事業の55.6億円とほぼ変わらないが、走行時間短縮便益は194.9億円と1,989.3億円で10倍くらい違うのはなぜか。
⇒［都市整備部道路整備課］
評価調書にそれぞれの事業の周辺道路の交通量を記載しているが、主要地方道茨木摂津線（大岩工区）道路改良事業では、府道茨木摂津線（現道）の平成22年度交通センサス値は3,678台/24Hであるのに対し、一般国道170号・高槻東道路道路改良事業では、例えば府道伏見柳谷高槻線は2万2,327台/24Hであり、周辺道路の交通量にかなりの差があることがわかる。
このように周辺道路の交通量の差が影響し、一般国道170号・高槻東道路道路改良事業の方がかなり大きくなっている。
○　それでは、走行経費減少便益も変わってくるように思うがいかがか。
⇒［都市整備部道路整備課］
遠回りすることにより走行距離が長くなったとしても、走りやすく時間短縮が図られるなどの理由から、新しい道路に交通が転換することがある。この場合、走行経費が増えるため、逆に便益が下がることもある。
○　平成17年度の交通センサスから平成42年度の将来推計値をどのように出すのか、簡単に説明願いたい。
⇒［都市整備部道路整備課］
まず交通量調査をし、出発地点（Origin）から到着地点（Destination）への交通量の表（OD表）を作成して、それを将来OD表に変換する。変換する際には様々な要素を加味するが、これまで交通量は増える一方であったが、現在は減ってきている。
○　平成18年度の事前評価時点では、平成11年度の交通センサスを使用して平成42年度の交通量を予測していたと思うが、予測年次までの期間が長ければ長いほど、予測と現実との間に差が出る可能性は高くなるのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　そのとおり。
○　実際に交通センサスで交通量が減少しているという実態が数値上出てきているので、将来予測も減少したということなのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
　　そのとおり。
○　将来交通量が減少している理由は、他に何かあるのか。
⇒［都市整備部都市交通課］
交通センサスの現状の値では、今のところそれほど下がっていない。今後、人口減少や様々な社会的要素が影響して下がるだろうと予測されている。
○　一般国道170号・高槻東道路道路改良事業についても将来推計をしているのか。
⇒［都市整備部道路整備課］
同様に平成42年度の予測を行っている。交通量の将来推計値は最新のものを使うこととなっており、現時点では平成17年度交通センサスを用いた将来推計が最新の値となっているため、全ての事業において平成１7年度交通センサスベースの平成42年度推計値を使用している。
○　全体事業費のうち、工事費は約23億円残っているが、平成30年度の完成に向けて順調に進んでいるのか。
⇒［都市整備部道路整備課］
順調に進んでおり、今後は橋梁の上部工や盛土区間の工事を行っていく予定である。
○　主要地方道茨木摂津線（大岩工区）道路改良事業の走行時間短縮便益は前回評価時と比べてほぼ３分の１になっている。一般国道170号・高槻東道路道路改良事業の走行時間短縮便益の値はわからないが、総便益は2,364.3億円が2,071.6億円となっているためそれほど高く出ないと思う。原単位はほぼ３割減になっているのに、なぜ、時間短縮便益はそれほど減らないのか。
⇒［都市整備部道路整備課］
一般国道170号・高槻東道路道路改良事業の走行時間短縮便益は、前回評価時が2,362.6億円で今回は1,989.3億円になっており、こちらも400億円程度減少している。
○　主要地方道茨木摂津線（大岩工区）道路改良事業の走行時間短縮便益は、前回評価時が586.0億円で今回が194.9億円になっており、前回評価時に比べて３分の１程度になっている。一般国道170号・高槻東道路道路改良事業の走行時間短縮便益は今回が1,989.3億円であるとのことだが、前回評価時はいくらだったのか。
⇒［都市整備部道路整備課］
2,362.6億円である。
○　主要地方道茨木摂津線（大岩工区）道路改良事業は約６割減で、一般国道170号・高槻東道路道路改良事業は約２割減であるが、これほどの違いが出る理由は何か。
⇒［都市整備部道路整備課］
評価調書に周辺道路の交通量を記載している。主要地方道茨木摂津線（大岩工区）道路改良事業の周辺にある茨木摂津線（現道）の交通量は、平成17年度5,070台/24Hに対し平成22年度3,678台/24Hと減少しているが、一般国道170号・高槻東道路道路改良事業の周辺にある府道伏見柳谷高槻線の交通量は、平成17年度23,606台/24Hに対し平成22年度22,327台/24Hであり、減少率は少なくなっている。このようなことが影響していると思う。
○　評価調書には、一般国道170号・高槻東道路道路改良事業の周辺道路である国道170号と国道171号の交通量も記載しているが、国道171号は平成17年度49,911台/24Hに対し平成22年度40,836台/24Hとなっており、２割ほど減っている。それぞれ調査地点があると思うが、相当影響を受ける箇所の交通量であるのか。
⇒［都市整備部道路整備課］
国道171号は八丁畷交差点から東側、国道170号は八丁畷交差点から南側の地点である。
○　差分図でいうと、-152百台/日と-87百台/日となっている区間か。
⇒［都市整備部道路整備課］
そのとおり。一般国道170号・高槻東道路道路改良事業については、国道171号の交通量が大きく減少することにより交通の流れが円滑になるため、便益が高くなっている。
○　国道171号の交通量は、平成17年度に対して平成22年度がかなり減っている。減り方が将来予測に影響していなければよいが、理由を説明願いたい。
⇒［都市整備部道路整備課］
はっきりしたことはわからない。
○　平成22年度交通センサスの40,836台/24Hをベースにした時に、平成42年度の交通量推計値が大幅に変わってこないのか。
⇒［都市整備部道路整備課］
今回のB/Cを算出するにあたり用いた交通量推計は、平成22年度ではなく平成17年度交通センサスをベースにしたものであるため、その影響はない。仮に、平成22年度交通センサスベースの推計値を用いるとすれば、下がると思われる。
○　B/Cは5.75であるので平成22年度の交通センサスを用いたとしても1.0を下回ることはないと思うが、留意しておいてほしい。
○　B/Cを算出する際に、前回評価時は平成17年度ではなく平成11年度の交通センサスをベースとした将来推計値を使用し、今回は平成22年度ではなく平成17年度の交通センサスをベースとした将来推計値を使用している。評価調書の「事業を巡る社会情勢等の変化」欄には、周辺道路の交通量として交通センサス年次を記載しているが、B/Cの算出に用いる将来交通量推計ベースとして使用する交通センサスの年次と異なるため、記載方法を考えてほしい。
⇒［都市整備部道路整備課］
評価調書の「事業の投資効果」欄にB/Cの予測に用いる交通センサスベースの年次を記載させていただく。
○　用地の未取得部分は一般国道170号の区間であり、高槻東道路に係る用地買収は完了しているということか。
⇒［都市整備部道路整備課］
そのとおり。
◆［会長］
他にご意見、ご質問はあるか。
特に無いようなので、主要地方道茨木摂津線（大岩工区）道路改良事業と一般国道170号・高槻東道路道路改良事業については、対応方針（原案）のとおり「事業継続」としてよいか。
○　異議なし。
◆［会長］
では、以上の２事業は「事業継続」とする。
なお、本日予定していた、「一般国道371号（石仏バイパス）道路改良事業」と「都市計画道路寝屋川大東線街路事業・延焼遮断帯整備促進事業」は、予定時刻を過ぎたため次回審議することとする。
（３）その他
◆［会長］
府民意見の募集と意見陳述について、第１回審議会で説明があったとおり、今回、５事業が追加案件として提示されている。第１回審議会で提示された審議予定案件については、府民意見および意見陳述の募集を行ったが、今回の追加案件についても同様に行いたいと思うが、異議がないようなので、募集の手続きをお願いしたい。
　それでは、本日予定していた審議に関しては以上をもって終了する。
以上
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